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1. 平成31年3月期第1四半期の連結業績（平成30年4月1日～平成30年6月30日）

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する四

半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

31年3月期第1四半期 44,553 4.8 2,390 11.0 2,487 12.9 1,432 21.2

30年3月期第1四半期 42,531 2.2 2,152 △25.0 2,204 △24.0 1,182 △33.1

（注）包括利益 31年3月期第1四半期　　1,354百万円 （12.1％） 30年3月期第1四半期　　1,207百万円 （△9.1％）

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

31年3月期第1四半期 10.94 ―

30年3月期第1四半期 9.33 8.99

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率
百万円 百万円 ％

31年3月期第1四半期 162,694 60,957 36.8

30年3月期 165,993 61,450 36.3

（参考）自己資本 31年3月期第1四半期 59,804百万円 30年3月期 60,320百万円

（注）「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用しており、前連
結会計年度に係る連結財政状態については、当該会計基準等を遡って適用した後の数値となっております。

2. 配当の状況

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

30年3月期 ― 14.00 ― 14.00 28.00

31年3月期 ―

31年3月期（予想） 14.00 ― 14.00 28.00

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

3. 平成31年 3月期の連結業績予想（平成30年 4月 1日～平成31年 3月31日）

（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 90,100 6.1 3,700 18.8 3,650 16.1 1,890 51.6 14.43

通期 195,600 5.1 13,960 27.2 13,880 24.0 7,920 19.6 60.48

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無
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※ 注記事項

(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

(4) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 31年3月期1Q 139,679,977 株 30年3月期 139,679,977 株

② 期末自己株式数 31年3月期1Q 8,736,470 株 30年3月期 8,736,412 株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 31年3月期1Q 130,943,526 株 30年3月期1Q 126,765,243 株

(注)期末自己株式数については、株式給付信託（ＢＢＴ）が保有する当社株式（31年３月期１Ｑ　416,600株、30年３月期　416,600株）を含めております。ま
た、期中平均株式数（四半期累計）の計算において控除する自己株式については、株式給付信託（ＢＢＴ）が保有する当社株式（31年３月期１Ｑ　416,600
株、30年３月期１Ｑ　418,841株）を含めております。

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の
業績等は今後様々な要因により大きく異なる可能性があります。
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１． 当四半期決算に関する定性的情報 

 (1) 連結経営成績に関する説明 

当第１四半期連結累計期間における国内経済は、個人消費は持ち直し、雇用情勢も着実に改善するなど、

景気は緩やかな回復基調で推移しましたが、米国発の通商問題など海外経済の不確実性により、先行きは不

透明な状況が続いております。 

 

当連結会計年度は、当社グループの中期経営計画「Innovation Plan 2020 “JUMP”」の第２期目となりま

す。前連結会計年度よりこの４年間は、当社グループの更なる成長にむけて①守りから攻めの経営に、②Ｍ

＆Ａの推進、③利益成長・ＲＯＥ重視、④株主重視の姿勢は変わらないという４つのキーメッセージに沿っ

て、取り組んでおります。 

このような状況のもと、当社グループの当第１四半期連結累計期間における業績については、前連結会計

年度に実施したＭ＆Ａ及び各事業における顧客獲得の推進により、グループの継続取引顧客が前年同期末か

ら313千件増加（前年同期末2,570千件、前年同期末比12.2%増）したことで、売上高は44,553百万円（前年同

期比4.8％増）、各利益項目についても、営業利益は2,390百万円（同11.0％増）、経常利益は2,487百万円

（同12.9％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は1,432百万円（同21.2％増）と大幅に増加いたしまし

た。 

なお、当第１四半期連結会計期間末における継続取引顧客件数は、2,883千件（前連結会計年度末比７千件

増）、ＴＬＣ会員サービスの会員数は731千件（同32千件増）となりました。 

 

セグメントごとの業績は次のとおりであります。 

 

（ガス及び石油） 

液化石油ガス事業につきましては、同業者との競合が激しさを増すなか、既存エリアでの獲得強化・解約

防止に加え新規エリアに進出を図る等、顧客増加に注力しました。 

これにより、需要家件数は前連結会計年度末から３千件増加し610千件となりました。前年同期に比べ気温

が高く推移したため、ガス販売数量が減少したものの、原料価格の値上がりに伴う販売価格上昇等により、

売上高は14,737百万円（前年同期比0.4％増）となりました。 

都市ガス事業につきましては、需要家件数は前連結会計年度末並みの55千件となりましたが、原料費調整

制度による販売単価の上昇等により、売上高は2,871百万円（同5.8％増）となりました。 

これらにより、当セグメントの売上高は17,608百万円（同1.2％増）となりましたが、高気温によるガス販

売数量の減少が影響し、営業利益は610百万円（同15.5％減）となりました。 

 

（建築及び不動産） 

建築及び不動産事業につきましては、リフォーム事業や建物工事の案件が増加したことにより、当セグメ

ントの売上高は4,166百万円（同15.2％増）、営業利益は64百万円（前年同期は51百万円の営業損失）となり

ました。 

 

（ＣＡＴＶ） 

ＣＡＴＶ事業につきましては、放送・通信セット加入による割引サービス、大手携帯キャリアとの連携に

よるスマホセット割引など価格競争力を高め顧客増加を図るとともに、解約防止に取り組んでまいりました。

加えて、放送サービスについては地域情報を充実させた番組放送や、４Ｋ放送に対応した光化推進に努め、

通信サービスについては最大10Gbpsの超高速光回線サービスを提供する等、顧客満足度向上にも取り組んで

まいりました。これらの取り組みにより、放送サービスの顧客件数は前連結会計年度末から３千件増加し778
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千件、通信サービスの顧客件数は前連結会計年度末から４千件増加し261千件となりました。 

前連結会計年度に実施したＭ＆Ａを含め、既存エリアにおいても顧客件数を順調に伸ばし、当セグメント

の売上高は7,511百万円（同17.2％増）、営業利益は1,074百万円（同43.0％増）となりました。 

 

（情報及び通信サービス） 

コンシューマー向け事業につきましては、大手携帯キャリアとの競合が激化するなか、光コラボの顧客件

数は前連結会計年度末から４千件増加し327千件となりましたが、従来型ＩＳＰの顧客件数は、14千件減少し

451千件となりました。一方、ＭＶＮＯサービス「ＬＩＢＭＯ」の顧客件数につきましては３千件増加し32千

件となりました。以上により、売上高は7,777百万円（同1.2％減）となりました。 

法人向け事業につきましては、ストックビジネスの積み上げやシステムの受託開発案件の増加等により、

売上高は4,736百万円（同3.5％増）となりました。 

これらにより、当セグメントの売上高は12,513百万円（同0.5％増）となりましたが、ＮＴＴ接続料の値上

げ等、通信事業の原価が増加したことで、営業利益は430百万円（同6.0％減）となりました。 

 

（アクア） 

アクア事業につきましては、当社ブランド「おいしい水の贈りもの うるのん」を中心に大型商業施設等で

顧客獲得に積極的に取り組み、顧客件数は前連結会計年度末から５千件増加し151千件となりました。 

これらにより、当セグメントの売上高は1,653百万円（同13.5％増）、営業利益は36百万円（前年同期は０

百万円の営業利益）となりました。 

 

（その他） 

その他の事業のうち、介護事業につきましては、利用者数の増加により、売上高は261百万円（同6.5％

増）となりました。造船事業につきましては、船舶修繕の工事量が減少したことにより、売上高は325百万円

（同17.2％減）となりました。婚礼催事事業につきましては、婚礼挙式組数の減少により、売上高は336百万

円（同11.6％減）となりました。 

これらにより、当セグメントの売上高は1,100百万円（同9.1％減）、営業利益は25百万円（同67.5％減）

となりました。 

 

 

（2）連結財政状態に関する説明 

 ① 資産、負債及び純資産の状況 

当第１四半期連結会計期間末における資産合計は162,694百万円となり、前連結会計年度末と比較して

3,299百万円の減少となりました。これは主として、季節的要因等により受取手形及び売掛金が3,268百万

円減少したこと等によるものであります。 

負債合計は101,736百万円となり、前連結会計年度末と比較して2,807百万円の減少となりました。これ

は主として、季節的要因等により支払手形及び買掛金が2,433百万円減少したこと等によるものでありま

す。 

純資産合計は60,957百万円となり、前連結会計年度末と比較して492百万円の減少となりました。これ

は主として、親会社株主に帰属する四半期純利益1,432百万円を計上した一方で、剰余金の配当により

1,839百万円減少したこと等によるものであります。 
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② キャッシュ・フローの状況  

当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」といいます。）は、前連結

会計年度末から 296 百万円減少し 2,707 百万円となりました。 

当第１四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりでありま

す。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動によるキャッシュ・フローは、4,348 百万円の資金の増加（前年同期比△502 百万円）となり

ました。これは税金等調整前四半期純利益及び非資金項目である減価償却費等の要因により資金が増加し

たことによるものであります。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動によるキャッシュ・フローは、3,484 百万円の資金の減少（前年同期比△614 百万円）となり

ました。これは有形及び無形固定資産の取得等によるものであります。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動によるキャッシュ・フローは、1,159 百万円の資金の減少（前年同期比＋1,102 百万円）とな

りました。これは配当金の支払等によるものであります。 

 

 

(3)連結業績予想などの将来予測情報に関する説明 

 当第１四半期連結累計期間の業績は概ね予定通り進捗しており、平成 31 年３月期の業績予想につき

ましては、平成 30 年５月８日に公表いたしました通期連結業績予想に変更はありません。 

なお、業績予想は現時点において入手可能な情報に基づき判断したものであり、実際の業績は、今後

様々な要因によって予想数値と異なる可能性があります。 
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